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戦略としての組織間連携はどうあるべきか、の 2 点について分析する。 
その際、組織間の連携の事例として或る SC（ショッピングセンター）を取り上げる。そ 
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2.  日本企業に今なにが起こっているのか？ 
2.1  現状 
(1) IMD「世界の競争力ランキング 2010－日本は 27位に下落」1) 
 
図表 1 「国際競争力ランキング（資料 IMD）」 
 2006 2007 2008 2009 2010 




経 済 状 況 14 22 29 24 39 
政 府 効 率 性 26 34 39 40 37 
ビジネス効率性 22 27 24 18 23 
イ ン フ ラ  2  6  4  5 13 
注 「インフラ」の項目中「基礎インフラ」「技術インフラ」「科学インフラ」「衛生・環境」 







2010 年度の日本の順位は、58 ヵ国中 27 位であり、①大分類項目では「経済状況」39 位、
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  （資料「存在感を高める中国・韓国企業」日本貿易振興機構 海外調査部 2010 年 4 月） 
 





































































   （資料 公益財団法人 日本生産性本部 経営開発部による会員企業向けアンケート 
        実施期間 ：2010 年 7 月 14 日～7 月 21 日） 






































































の任天堂の家庭用端末 Wii はソニーの PC3 の性能には及ばないかもしれない、それでもソ
ニーより大きな顧客価値を創出するのに成功している11)。これらの製品に共通しているのは、






      
図表 6 「ものづくりにおける付加価値創造」 
 
      差別化・独自性                    顧客価値 
 
                              
               表層の価値創造 
      商品          機能的価値  
         
     組織能力      深層の価値創造   意味的価値     
  
    




















206  嘉悦大学研究論集 第53巻第2号通巻98号 平成23年3月 
外部の企業とのイノベーションの共闘を組んだ。 
日本の場合、①国内市場に集中し、或いは先進国の市場動向に気を取られているうちに、





































①立地 JR 総武線「亀戸」駅徒歩 1 分 
人口密集地 3km 圏内 43 万人 5 ㎞圏内 115 万人 
②施設概要 
所在地 東京都江東区亀戸 6 丁目 31－1（セイコーインスツル＝セイコー電子工業の工
場跡地） 
敷地面積 2 万 4520 ㎡ （7417 坪） 
指 定  準工業地域 
建 物  1 万 5871 ㎡（4801 坪） 
建ぺい率 64・7％ 
容積率  123.5％ 
テナント 55 店（大型店 トイザラス セレクト・インキムラヤなど） 
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(2) 現状 
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唯、この問題を考える場合、「ものづくりの能力の低下によるものなのか否か」を考える必要があ
る。確かにものづくりの能力の低下は否定できないが、しかし日本における R＆D 投資は他国に
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決して务るものではない（因みに、日本の特許件数は毎年約 40 万件を維持しており、世界で第 2
位である：特許庁「特許行政年次報告 2008 年度版」より。また特許の国際出願件数別でも日本は
19.1％とアメリカの 29.4％に次ぐ。「WIPO」2009 より）。 



























る日本の競争力」REITI 2007 年 4 月 DP No 07-J-017）。他方、インテルの場合は、自らの役割
を企画開発に限定し、実質の生産はもっとコストの安い新興国にて水平分業することで収益を確
保している 





功しているアップルの iPhone や iPad、やダイソンの掃除機などである。どれも、技術的な機能や
品質という点で、最新技術満載の日本の携帯電話や掃除機よりも優れているわけではない。しかし、









メント」神戸大学 経済経営研究所 RIETI Discussion Paper Series 08 -J-006  2008 年 3 月
18 日 







15）Christensen,C.M.,The Innovator’sDilemma,HarvardBusiness School Press.,1997 （玉田俊平太
監修／伊豆原弓訳『イノベーションのジレンマ』翔泳社、2001 年） 
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範』『ネットワーク』といった社会的仕組みの特徴である。いいかえれば、｢相互支援のネットワー
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